
























②暴力行為  ③児童虐待  ④友人関係の問題  ⑤非行・不良行為  ⑥家庭環境の問













































































































































































障がいの名称 有りの「％」 障がいの名称 有りの「％」
ＡＤＨＤ 53.6% 肢体不自由 7.8%
ＬＤ 34.1% その他 6.3%
アスペルガー症候群 32.2% 聴覚障害 4.8%
情緒障害 20.0% 言語障害 3.9%
高機能自閉症 18.5% 病弱・身体虚弱 2.4%











































































































身体障害者に関する支援と福祉制度について 18.4 66.7 8.2 2.9 3.9
知的障害者に関する支援と福祉制度について 27.5 64.7 3.9 1.0 2.9
精神障害を有する者への支援と福祉制度について 27.1 62.8 4.8 1.9 3.4
発達障害に関する支援と福祉制度について 42.0 52.2 1.9 1.0 2.9
高齢者の認知症について 3.4 40.1 39.6 13.5 3.4
介護福祉施設における介護サービスについて 4.3 43.0 37.2 12.1 3.4
在宅における介護サービスについて 4.8 39.6 36.2 13.5 5.8
生活保護制度について 22.2 61.8 10.6 2.4 2.9
就労支援サービス（ハローワークなど）について 9.7 50.7 26.6 9.7 3.4
地域における子育て支援について 19.8 65.7 7.2 4.3 2.9
DV防止法について 20.3 62.3 10.6 2.9 3.9
母子及び寡婦福祉法について 11.1 62.8 19.3 3.4 3.4
母子保健法について 11.5 58.9 20.3 5.3 3.9
児童虐待防止法について 30.4 61.4 2.9 1.9 3.4
児童相談所の役割について 33.3 57.0 5.3 1.4 2.9
家庭支援専門相談員の役割について 20.3 65.2 8.7 3.4 2.4
児童委員の役割について 13.5 62.3 17.9 2.9 3.4















































57.5  39.1  0.0  0.0  3.4 
発達上の課題がある児童生徒への支援 54.1  41.1  1.0  1.0  2.9 
「問題行動」をおこす児童生徒への支援 49.3  43.5  2.9  1.0  3.4 
児童生徒への社会福祉に関する学習
機会の提供
31.4  58.0  5.8  1.0  3.9 
虐待の認識のない保護者への支援 57.0  38.2  1.0  0.5  3.4 
児童生徒の発達上の課題に気がつか
ない保護者への支援
57.0  40.1  0.0  0.0  2.9 
何かしらの問題を抱えている保護者であり、福
祉的な支援が必要と思われる保護者への支援
52.7  43.5  1.0  0.5  2.4 
保護者への社会福祉に関する学習機
会の提供
31.4  55.6  8.7  1.0  3.4 
問題行動をおこした児童生徒の家庭
状況の情報収集
34.8  51.2  9.7  1.4  2.9 
不登校の児童生徒の家庭状況に関す
る情報収集
34.8  50.7  9.2  1.4  3.9 
障がいがある児童生徒の家庭状況に
関する情報収集
28.0  57.5  8.7  1.9  3.9 
福祉関係機関（福祉事務所、児童相談
所など）との連携
48.8  46.4  1.9  0.5  2.4 
発達障害の関係機関（教育センター、
精神保健センター等）との連携
49.3  45.9  1.9  0.5  2.4 
学校外の関係医療機関（小児科、内科、
精神科）との連携
43.5  50.2  2.9  0.5  2.9 
地域の社会福祉に関する支援をおこなう団体（NPO
法人、ボランティアグループなど）との連携
29.5  57.0  9.2  1.0  3.4 
福祉的な問題に取り組む学校内チー
ム体制の構築
30.4  59.9  5.3  1.0  3.4 
児童生徒への福祉的なサポートグ
ループの形成
27.1  59.9  7.2  1.4  4.3 
児童生徒、保護者のための権利擁護
活動
19.3  65.2  10.1  1.4  3.9 
コンサルテーション活動 32.9  55.1  4.8  1.4  5.8 
※数字は（％）
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クールソーシャルワーカーの存在は、そんな他方向に向いた目を集約すること
かと思います。」、「（発達障害のある児童・生徒の）保護者自身が大変な場合、
子供も苦しむことがあるように思います。協力してくださる方があれば・・・
と思います。」というように、SSWに期待する意見がみられた。
 （５）保護者との関係づくりにおいてスクールソーシャルワーカーに期待する業務
「各家庭の子育て環境に格差が広がっていると感じることはあるかどうか」
（「とてもそう感じる」、「そう感じる」、「あまりそう感じない」、「感じない」）
と図3の項目全てをクロス集計し、χ2検定をおこなったところ、７つの項目
で有意差がみられた。有意差がみられた項目は、「児童生徒への社会福祉に関
する学習機会の提供」（p<.05）、「保護者への社会福祉に関する学習機会の提
供」（p<.05）、「問題行動をおこした児童生徒の家庭状況の情報収集」（p<.001）、
「不登校の児童生徒の家庭状況に関する情報収集」（p<.05）、「障がいを有する
児童生徒の家庭状況に関する情報収集」（p<.001）、「地域の社会福祉に関する
支援をおこなう団体との連携」(p<.05)、「コンサルテーション活動」（p<.001）
である。
このように、学習機会の提供・保護者への情報収集に関する全ての項目にお
いて有意差がみられ、各家庭の子育て環境に格差が広がっていると感じる教員
ほど、SSWに対して保護者への学習機会の提供や、家庭状況の情報収集を期
待していることが明らかとなった。これは、「家庭教育と学校教育の役割分担
があると思います」という自由記述からもうかがえるように、子育て環境の格
差が広がっていると感じているが、教員の立場としてどこまで家庭に関われば
よいのかといった部分と関係していると推測される。
６．SSWに対する意見・感想
以下は、自由回答欄に記入されたSSWに対する意見・感想である。
まず、５の（１）にあるように、SSWの業務内容のイメージが難しかった
という意見・感想が複数みられた。その一方で、ソーシャルワークを学んでみ
たいといった感想や、SSWの専門性を市民に示していくことが必要ではない
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かといった意見もみられた。
「そもそもソーシャルワーカーが学校でどんな仕事をするのか、平常時何を
しているのかよくわかりませんでした。」
「スクールソーシャルワーカーの専門性をより明らかに具体的にし、その重
要性を市民に知らせていく必要があると思います。」
次に、子どもが多様化していること、学校が多種多様な課題を抱えているこ
とを踏まえて、SSWの専門性に期待するといった意見や、その上で配置・常
勤を希望するといった意見などがみられた。
「学校では、以前にも増して多種多様な課題を抱えながら日々の教育活動を
行っています。専門的な立場から支援を分担していただけると大変助かりま
す。」
「子どもが多様化してきているのをものすごく感じています。サポーターの
ような方が学校に配置されることで解決できることもあると思います。ぜひ人
員配置をお願いします。」
「様々な問題が年々増加しており、対応も複雑化してきています。スクール
ソーシャルワーカーが、校区に一人でも配置されれば非常に助かります。」
その一方で、児童・生徒への関わりの主体は教員であること、他職種ではな
く教員の増員を求めるなどの意見もみられた。
「学校にいろいろな職種の方に入っていただくことは、本当にありがたいこ
とだと思います。ただ気をつけなければならないのは、あくまでも関わりの主
体は、学校特に担任である、ということです。私たちは肝に銘じなければなり
ません。」
「資質のある、経験をつんだ即戦力が、現場に増えることの方が、有能な講
師をとることが、SC（スクールカウンセラー）やSSWが増えるよりも、今の、
学校をよりよくできるのではないかと考えます。」
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７．まとめ
 （１）特別支援教育に関するSSWへのニーズ
小学校・中学校教員の特別支援教育への関心は高く、多くの者が発達障害に
関する研修会に参加していた。また、多くの教員が、発達障害があると思われ
る児童・生徒の増加を感じており、発達障害があるかどうかの判断が難しい児
童・生徒と接していた。
教員が特別支援教育に関して相談する相手は「特別支援教育コーディネー
ター」が多く、外部との連携を担っているのも主に「特別支援教育コーディ
ネーター」であった。このように、特別支援教育に関することは、特別支援教
育コーディネーターと連携するというような流れが教育現場に構築されつつあ
ることがうかがわれる。
その一方で、半数以上の教員が発達上の課題がある児童・生徒、及びその保
護者への支援をSSWに担当してほしいと考えていた。その中でも、「発達障害
があると思われる児童・生徒が増加している」と感じている教員は、保護者な
どへの支援を担当してほしいと考える傾向にあった。
以上のことから、特別支援教育に関する相談・連携は「特別支援教育コー
ディネーター」の役割として教員間に認識されつつあるが、発達障害のある
（あるいは可能性のある）児童・生徒の増加を感じる教員が多いことなどをひ
とつの背景にして、SSWにも家庭支援などの側面から特別支援教育を担当し
てほしいというニーズが少なからず教員側にもあることが明らかとなった。
 （２）保護者との関係づくりに関するSSWへのニーズ
福祉的なサポートが必要な児童・生徒や保護者への対応について相談する相
手は主に「教頭」で、福祉的なサポートに関する組織間の連携を担っているの
も主に「教頭」であった。
ほとんどの教員は、「各家庭の子育て環境に格差が広がっている」と感じて
おり、「各家庭の子育て環境に格差が広がっている」と感じる教員ほど、社会
福祉に関する学習機会の提供、家庭状況の情報収集、地域の社会福祉関係団体
との連携やコンサルテーション活動などを、SSWに担当してほしいと考える
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傾向にあった。
また、「経済的に困窮している保護者」と接した経験をほとんどの教員が有
しており、6割以上の教員が「経済的に困窮している保護者」との関係づくり
に困難さを感じていた。
以上のことから、教員と「経済的に困窮している保護者」との関係づくりに
向けたサポートが必要な状況にあること、子育て環境の格差を感じている教員
からSSWに対して「家庭状況の情報収集」などが求められていることから、
「家庭 ─ 学校間の連絡調整」に関してもSSWへの期待が形成されつつあるので
はないかということが考えられる。
 （３）スクールソーシャルワーカーについて
SSWの具体的な業務へのイメージは、「あまりイメージできない」「まった
くイメージできない」を合わせた割合が6割以上であったことから、教員の
SSWの具体的な業務に関する認知度は、先行研究でも指摘されていたように、
それほど高くない状況であることがわかる。
次に、SSWが有する知識のうち、教育現場へ情報提供をしてほしいと教員
が考えているものは、発達障害など障がいに関する知識、児童の虐待に関する
知識、生活保護に関する知識であった。その一方で、学校内にSSWが勤務し
ていた場合に担当してほしいと教員が回答した項目は、虐待に関する項目、発
達障害に関する項目、保護者への支援に関する項目であった。「情報提供」、
「担ってほしい業務」ともに、「発達障害」「児童虐待」の項目が多く選択され
ており、教員の関心やニーズが高い項目であると考えられる。
また、SSWに担当してほしい業務であげた全ての項目において「積極的に
担当してほしい」「場合によっては担当してほしい」を合わせた割合は8割を
超えており、SSWの業務を6割以上の教員がイメージできていないなかで、多
くの教員が、項目にあげられた業務が可能であるのなら担当してほしいと考え
ていることがわかる。
 （４）さいごに
教員のSSWに対するニーズは、業務はイメージできないものの、本調査項
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目のうち「発達障害」、「児童虐待」、「保護者への支援」に関する事柄を中心に、
存在していると考えられる。また、「発達障害の可能性がある児童生徒が増加
している」と感じている教員や「家庭環境の格差が広がっている」と感じてい
る教員は、家庭へのアプローチに関してSSWに期待していた。
家庭へのアプローチがSSWに期待される背景には、「特別支援教育コーディ
ネーター」や「教頭」が「教員」であることから、「教員」とは異なる立場か
らの家庭へのアプローチを、教員が少なからずSSWに期待している部分もあ
るのではないかと推測されるが、これは今後の課題としたい。
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【注】
　　　　　　　　　　　　　
1   保護者との関係づくりにおいて、困難さを感じるかどうかを尋ねた項目は全
9項目である。本稿では「経済的に困窮している保護者」の項目について分
析をおこなう。
2   SSWとなる者として、社会福祉士の有資格者が想定されていることから、
本稿ではSSWが提供できる情報として、社会福祉士の国家資格試験で求め
られる知識を参照して、項目として設定している。
3   SSWの役割は多岐にわたっており、現在も検討されているところである。
今回の調査項目に含まれていないもので、SSWが果たす役割として注目さ
れているものとして、例えば「学習支援」などがある。今回の調査に含めら
れなかったものに関しては、今後の課題としたい。
4   2014年に日本精神神経学会が発表した「ＤＳＭ－５」で示された名称の日本
語訳では、「注意欠陥・多動性障害（ＡＤＨＤ）」は「注意欠如・多動症」に、
63教員のスクールソーシャルワーカーに対するニーズ調査
「アスペルガー症候群」は「自閉スペクトラム症」に統合されたが、本稿で
は調査当時の名称で統一している。
5   調査票では「障がい」を「有する」と表記していたが、本稿では「障がい」
が「ある」という表記に統一した。その点を留意されたい。
6   2003年の『今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）』（特別支援教
育の在り方に関する調査研究協力者会議）において、特別支援教育を確立す
るために重要な役割を果たすものとして「特別支援教育コーディネーター」
があげられた。また、2007年の『特別支援教育の推進について（局長通知）』
（文部科学省初等中等教育局）において、「校長は特別支援教育のコーディ
ネーター的役割を果たす教員を“特別支援教育コーディネーター ”に指名し、
校務分掌に明確に位置づけること」と記された。それらを受けて指名が進め
られ、2012年度では97.9％の小学校・中学校において実施されている（『障
害者白書　平成24年度』第3章第1節）。
